
ジョブ・カード制度普及促進事業・キャリア形成促進助成金（ジョブ・カード制度関連）の見直しについて（案）

①キャリア･コンサルティングによる就業意欲の向上
②企業実習（ＯＪＴ）を重視した職業訓練の実施
③汎用性のある評価基準による職業能力の評価

本来目的

関連予算の大半が、既に雇用関係にある
労働者への訓練助成（雇用型訓練）に投入
されており、ジョブ・カードの取得が就職に
結びつく制度になっていない。

ジョブ・カード制度の普及促進が、求職者
のためという本来の目的に沿っておらず、
企業に対する助成金の紹介に力点を置い
た普及促進にとどまっている。

・ 普及促進の中核をなす地域ジョブ・カード運営本部を、地域ジョ
ブ・カードセンター（商工会議所）から国（労働局）へ移管すること
により、国が中心となった関係機関等のより緊密な連携・協力体
制を構築し、求職者支援というジョブ・カード制度の本来の目的
を実現

・ 地域ジョブ・カードセンターは、企業向けの普及促進に特化
・ 22年度予算額26億円⇒23年度要求額23億円

関連する助成金との整理が必要

・ キャリア形成促進助成金（ジョブ・カード関連）は廃止し、Ｏｆｆ－ＪＴ
（外部機関等による訓練経費・賃金）への助成を内容とする一般
のキャリア形成促進助成金で対応

① 訓練期間（ＯＪＴ）中の賃金助成
⇒廃止 （試行雇用（トライアル雇用）奨励金や若年者等正規

雇用化特別奨励金で対応）
② 事業主が自ら実施するＯｆｆ－ＪＴの実施助成⇒廃止
③ ＯＪＴにかかる実施助成⇒企業実習を重視するジョブ・カード制

度の趣旨に鑑み、特別に助成
・ 見直しの効果として、平成23年度所要見込額を約148億円圧縮

22年度予算額10億円 ⇒ 23年度要求額53億円

問題点（仕分け指摘事項） 対応案

① 雇用型訓練
② 委託型訓練

① 雇用型訓練
② 委託型訓練
③ 公共職業訓練
④ 基金訓練
（求職者支援制度訓練への恒久化）

現行 求職者支援に資する訓練に対象を拡大

ジョブ・カード制度の本来の目的に立ち返って見直しを実施

・外部労働市場での職業能力を
証明するツールの整備

・ＯＪＴによる実践的職業能力開発

実践キャリア･アップ制度

においても職業能力証明
のツールとして活用

ジョブ・カードの活
用対象となる職業
訓練を、求職者支
援の観点から拡
大

国（労働局）が中
心となった推進体
制を構築し、企業
と求職者双方へ
の支援を実施

ジョブ・カード制度
関連助成を一般
のキャリア形成促
進助成金等に整
理統合

※ 予算については、財務省と調整中。
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企業実習＋教育訓練機関等での座学

① 雇用型訓練

② 委託型訓練

職業能力形成プログラム

企
業
に
よ
る
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価

③ 公共職業訓練

④ 基金訓練
（求職者支援制度訓練への恒久化）

「ジョブ・カード制度」普及促進事業の見直し

22年度予算額 ２６億円

「ジョブ・カード制度」普及促進事業 ジョブ・カード制度（職業能力形成プログラム）推進事業(仮称）

事業の効率化・合理化
による削減

平成23年度要求額 ２３億円（対前年度予算▲３億円）
※財務省と調整中

見直し前 見直し後

地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営

都道府県
（独）高齢・障害・求職
者雇用支援機構（仮

称）

民間教育訓練機関
(基金訓練・求職者支援制度
・委託訓練実施機関等)

労使団体

労働局

国が中心となった
関係機関のより緊
密な連携・協力体
制を構築

求職者を含めた幅広い層へのジョブ・カード制度全般の広報・啓発

ハローワーク

求職者

ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティ
ングの実施、職業能力形成プログラムへの誘
導

対象訓練に追加

雇用型訓練実施企業への支援

地域ジョブ・カード企業支援
サポートセンター（活動拠点）

※ 財務省と調整中

ジョブ・カード制度の普及（対企業）
・会員企業を始めとした地域の中小企業
に対する制度の普及
・ジョブ・カード普及サポーター企業（仮
称）の開拓
（企業に対する採用面接等におけるジョ
ブ・カードの活用促進）

地域ジョブ・カード企業支援セン
ター（仮称） 47か所

中央ジョブ・カード企業支援セン
ター（仮称）

企業

※ 各地の主要な商工会議所に設置

地域ジョブ・カードサポートセンター
（活動拠点） 94か所

・雇用型訓練実施企業への支援

・ジョブ・カード制度の広報・啓発

中央ジョブ・カードセンター（日本商工会議所）

地域ジョブ・カードセンター47か所

地域ジョブ・カード運営本部の設置・運営
・地域推進計画（※）の策定・フォローアップ

※ 全国推進基本計画（ジョブ・カード推進協議会
（内閣府））に基づき策定

企業への
普及促進に特化

拠点の集約化

労働局へ移管

訓
練
機
関
に
よ
る

能
力
評
価
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